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山梨県学校教育指導重点 
Essential Educational Points for Schools in Yamanashi Prefecture 

山梨県教育庁義務教育課 
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山梨県学校教育指導重点 策定の基本方針 １        

   



山梨県学校教育指導重点 策定の基本方針 ２        

  



家庭・地域との連携家庭・地域との連携授 業 改 善授 業 改 善教 員 の 資 質 向 上教 員 の 資 質 向 上

学力向上総合対策事業（案）学力向上総合対策事業（案）

⑪家庭学習習慣化促進事業
家庭学習の習慣化を促すため，家
庭学習連絡ファイルを作成・配付
し，児童の学習習慣を推進し，主
体的に学ぶ態度の育成を図る。

○（再掲）学力向上推進事業
（学力向上キャラバン）
家庭学習の充実，学力向上など，
小・中学校が企画する講演会等に
指導主事を派遣し，学校・家庭・
地域による連携した取組の充実を
図る。

⑫外国人児童生徒等支援事業【新規】
増加する外国人児童生徒への支援
を図るため，拠点校を設置し，日
本語指導のモデル事業を進める。

⑪家庭学習習慣化促進事業
家庭学習の習慣化を促すため，家
庭学習連絡ファイルを作成・配付
し，児童の学習習慣を推進し，主
体的に学ぶ態度の育成を図る。

○（再掲）学力向上推進事業
（学力向上キャラバン）
家庭学習の充実，学力向上など，
小・中学校が企画する講演会等に
指導主事を派遣し，学校・家庭・
地域による連携した取組の充実を
図る。

⑫外国人児童生徒等支援事業【新規】
増加する外国人児童生徒への支援
を図るため，拠点校を設置し，日
本語指導のモデル事業を進める。

⑬授業力養成事業
優れた授業方法を実践的に学ぶ「授
業力養成講座」を実施し，教員の実
践的な授業力向上を図る。

⑭ミドルリーダー研修事業
中堅の教員を対象に，全国規模の優
れた実践に直接触れる体験的な研修
を行い，学校におけるミドルリー
ダーとしての資質向上を図る。

⑮若手教員グローアップ事業
退職教員の経験及び知識・技能を生
かし，対象となる若手の教員に，専
門的かつ継続的な指導を行うことに
より，その資質向上を図る。

読解力･記述力に課題
深い学びを実現する不断の授業改善

①学力向上推進事業（対策会議・フォーラム）
研究者から学力調査等の結果に基づく指導助言
を得て，授業改善等，課題改善の推進を図る。

②山梨県学力把握調査事業
中２を対象とした調査によって学力を把握し，
各学校の課題に対応した取組を推進する。

③学びのサイクル改善事業
小学校で記述式の単元末テストを実施し，つま
ずきの原因と対策を明確にした授業改善を行う。

④主体的・対話的で深い学び推進事業
学習指導要領の趣旨を生かす研究実践を行う市
町村(学校)へ支援を行う。

⑤学力向上支援スタッフ配置事業
学力向上を図るため，市町村が行う児童生徒の
学習を支援する専門スタッフ任用の補助を行う。

⑥中学生英語力向上サポート事業
中３で英検３級以上に挑戦する生徒の受検料を
補助する市町村に補助の半額を助成する。

⑦読解力・記述力向上推進事業
新聞記事を題材とした，読解力・記述力等を向
上させるワークブックを作成，配付する。

⑧少人数教育推進事業【新規】
少人数教育のよさを生かした授業の構想，個に
応じた効果的な指導方法の研究を推進する。

⑨小学校プログラミング教育推進事業【新規】
外部人材の活用によりプログラミング教育の研
究実践を行う学校に支援を行う。

⑩英語教育改善プラン推進事業【新規】
小･中･高等学校を通じた系統的な評価の在り方
を研究し，授業改善を図る。

新学習指導要領の趣旨･内容を実現する指導力向上
課題に対応し，教材の活用を図る組織的な取組
きめ細かな質の高い教育環境の実現

家庭教育の促進充実
学校･家庭･地域が連携した学力向上
外国人児童生徒への対応

家庭教育の促進充実
学校･家庭･地域が連携した学力向上
外国人児童生徒への対応

新たな教育課題への実践力不足
若手・中堅教員の育成に課題

家庭学習の習慣化
幼小・小中ギャップへの対応が急務
家庭学習の習慣化
幼小・小中ギャップへの対応が急務

実践的な授業づくりの研修実施
ミドルリーダーの育成
退職教員による若手教員の資質向上県
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推進・支援推進・支援

連携・協力連携・協力

現状･課題

対応･視点

取組･内容

【目標】○きめ細かで質の高い教育環境を整え，学校・家庭・地域・行政機関等が連携し，児童生徒一人一人に寄り添った取組を推進する。
○客観的な学力調査等の結果を踏まえ，教員研修と授業改善の充実を図り，確かな学力の向上を目指す。
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確かな学力の育成 ４ 

 

       

 

 

＜ 指導重点 ＞ 学習指導要領の趣旨や内容に基づいた適切な教育課程を編成し, 

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善及び評価に取り組み， 

新しい時代に必要となる資質・能力の育成に努める。 

＜ 主な取組 ＞ ◇授業の改善◇ 

○児童生徒に身に付けさせたい資質・能力を各教科等で明確にし，言語活動の充実や ICT の活用等を進めながら「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授

業改善を図る。 【小・中・高・特】 

 

○少人数教育のよさを生かした授業構想，個に応じた指導の工夫等を行うことにより，きめ細かな指導を行う。【小・中】 

 （主対深） 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進する。 

 （少人数教育） 児童生徒一人一人に対してきめ細かな指導を行う。 
要確認 

主体的・対話的で深い学び推進事業
【目的】 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進するとともに，効

果のあった取組を県内の学校に発信・普及することにより，学習指導要領の周知・徹底
を図る。

推進校の主な役割

連携大学の主な役割

○校内研をオープン参加にした拡大研究会等の設定。

○研究授業の様子を定期的に地域の学校に向けて公
開し，研究成果の普及や情報発信を図る。

○効果的な指導方法の開発，優れた授業実践や校内
研修の実施に取り組む。

○１推進校に１人の大学教授が専属
的に関わり，推進校への直接的な
指導・助言を行う。

県教育委員会等の関わり

○主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善の
在り方を示す。
○３年間の組織的・計画的な事業の推進を図る。
○県内大学と連携し，研究・実践への継続的な指導・支
援に努める。
○１推進校に1人の指導主事が担当する。

県下に４推進校を配置

１推進校に１人の大学教授と
１人の指導主事による指導

効果的
連携

 



確かな学力の育成 ５ 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 指導重点 ＞ 学習指導要領の趣旨や内容に基づいた適切な教育課程を編成し, 

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善及び評価に取り組み， 

新しい時代に必要となる資質・能力の育成に努める。 

＜ 主な取組 ＞ ◇授業の改善◇ 

○思考力や表現力を高めるため，授業や評価問題の中に，児童生徒が自らの考えを記述する内容を取り入れる。【小・中】 

 

○プログラミング的思考をはじめとする情報活用能力の育成のため，各教科等の学習内容と関連付けながら，外部人材等を活用し，適切にプログラミング教育を取

り入れる。【小】 

見取りの視点 （学びのサイクル） 学級の実態に応じた評価問題の選定，取組，実施結果の分析と評価結果の反映 

要確認 （プログラミング教育） 各教科等の内容と関連付けながら，プログラミング教育を実施する。 
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確かな学力の育成 

＜ 指導重点 ＞ 学習指導要領の趣旨や内容に基づいた適切な教育課程を編成し, 

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善及び評価に取り組み， 

新しい時代に必要となる資質・能力の育成に努める。 

＜ 主な取組 ＞ ◇教育課程の評価・改善◇ 

 

○幼児期の生活から小学校生活への円滑な接続を目指すため，接続を意識したスタートカリキュラムを実施し，評価・改善する。【幼・小】 

 

○教育課程の接続を意識した授業改善を図るため，同一中学校区における小中学校合同の研究会等を開催する。【小・中】 

 （幼児期から小学校への接続）接続を意識したスタートカリキュラム実施後の評価・改善に向けた取組等  

          （小中連携）児童生徒の実態に基づいた具体的な授業改善のポイントを，同一中学校区の小中学校で共有するための研究会等の実施状況等 
見取りの視点 

連携：互いに連絡をとり協力して物事を行うこと 接続：二つ以上のものがつながること

44%

39%

5%
12%

幼児と児童の交流

授業

学校行事

避難訓練

その他

32%

55%

13%

教職員の相互交流

授業参観

情報交換会

その他

幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続

（令和元年度「幼・小及び小・中連携教育」実施状況調査より）

ステップ４

ステップ３

ステップ０

ステップ１

ステップ２ 年数回の授業，行事，研究会などの交流があるが，接続を見通した教育
課程の編成・実施は行われていない。

連携・接続に着手したいが，まだ検討中である。

連携の予定・計画がまだ無い。

授業，行事，研究会などの交流が充実し，接続を見通した教育課程の編
成・実施は行われている。

接続を見通して編成・実施された教育課程について，実施結果を踏ま
え，更によりよいものとなるよう検討が行われている。

連携から接続へと発展する過程のおおまかな目安
（幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議報告書より）

 

 

小中連携研究会
【目的】
小学校における教科担任制導入を見据えた，小中学校の効果的な連携の在り方や新た

な指導方法等についての研究を行う「小中連携研究会」を設置し，その研究の成果を県
内の市町村や学校に普及し，小中連携，小中一貫教育の推進を図る。

【事業内容】
１ 小中連携研究会は，年間３回開催する。
２ 推進校には，中学校区ごとの小・中学校を指定する。
３ 小学校の教科担任制導入を見据え，小中学校の効果的な連携の在り方や新たな

指導方法等についての研究を行う。
４ 推進校は，次の取組を行う。
○小中学校の９年間を通した系統的，継続的な教育課程等を編成し実施する。
○同一中学校区における小中学校合同の研究会等を開催する。
○各地域の拠点校として，拡大校内研究会の形で近隣の学校に取組を公開する。

【求められている取組内容】
①小中学校で全国学力・学
習状況調査結果の共有し，
共通の課題を改善する。

（令和元年度に行った学校：58％）

②教育課程の接続を意識した
授業改善に向けて，小中
学校の教員が合同で参加す
る研究会等を実施する。

（令和元年度に行った学校：69％）

【全国の状況（令和元年度）】
義務教育学校 ： 94校
小中一貫教育校：918校

小学校579校
中学校339校

【山梨県の状況（令和元年度）】
小中一貫教育校： 4校

小学校2校
中学校2校B小学校 C小学校

A中学校

 


